90　議員９０
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　2,642,620円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費
	2,620
	　

	調査委託費
	2,640,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　調査委託費2,640,000円は実質は議員団事務局職員の人件費であり、本件監査基準により1/2を超える1,320,000円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　交通費は本件監査基準による12万円の範囲内であり、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　1,219,818円
ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	「府議会問答集」
	295,000
	　

	「府政だより」
	779,200
	　

	インターネット管理費
	120,000
	　

	インターネット接続料
	22,468
	　

	ウイルスバスター年間契約費
	3,150
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　広報紙として「府政だより」及び府議会の質疑を一般府民に広報するため｢府議会問答集｣を発行しており、いずれも適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　インターネットに関するその他の支出も適正と認められる。

　(3)　事務所費　14,565円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電気料金
	14,565
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は同居している母親が所有している建物の一部を無償で使用し、水道代も支払っていない。

　　　ﾛ.　電気メーターは別となっており、その支出は適正と認められる。

　(4)　事務費　370,790円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	コピー用紙
	12,824
	　

	Ｂフレッツ使用料
	36,000
	　

	印刷用マスター、インク、修理代（振込料込み）
	52,027
	　

	エアコン修理代
	14,700
	　

	紙折り機修理代
	21,766
	　

	切手代
	10,700
	　

	携帯電話使用料
	41,214
	　

	玄関用足ふきマット
	2,079
	　

	交通費
	30,440
	　

	コピーチャージ
	51,593
	　

	ゴミ袋
	554
	　

	セロハンテープ
	578
	　

	タクシー代
	800
	　

	電話料金
	72,000
	　

	トイレットペーパー
	758
	　

	トイレの洗剤、トイレットペーパー
	739
	　

	府政報告懇談会案内状郵送
	8,000
	　

	プリンター用印刷インク
	2,771
	　

	麦茶
	207
	　

	郵便料金
	11,040
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　固定電話は1ヵ月6,000円を限度として72,000円を計上しているが、総額120,135円の1/2である60,067円を超える11,933円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　携帯電話は8/10で按分しているが、総額51,524円の1/2である25,762円を超える15,452円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　その余の支出はいずれも適正と認められる。

　(5)　人件費　1,637,833円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員　ア　給与
	1,052,521
	　

	事務員　イ　給与
	585,312
	　


ウ　調査結果
　　　　事務員は2名を時給840円で雇用しており、賃金台帳、出勤状況表も作成されていて、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　調査研究費のうち1,320,000円、事務費のうち27,385円の合計1,347,385円が目的外支出である。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費　2,643,350円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託費
	2,640,000
	　

	交通費
	3,350
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　調査委託費2,640,000円は平成16年度と同様1,320,000円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　交通費3,350円は本件監査基準により12万円の範囲内であり、適正な支出である。

　(2)　広報費　1,145,062円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	「府政だより」
	870,634
	　

	インターネット管理費
	240,000
	　

	インターネット接続料
	22,468
	　

	交通費
	11,960
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様、いずれも適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　24,836円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電気料金
	18,876
	　

	灯油
	5,960
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年と同様適正な支出であると認められる。

　(4)　事務費　418,694円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	「府政だより」保存用ファイル
	105
	　

	Ｂフレッツ使用料
	36,000
	　

	ウイルスバスター契約費
	3,150
	　

	紙裁断機替え刃、受け木
	27,510
	　

	乾電池
	210
	　

	切手代
	16,460
	　

	携帯電話料金
	37,369
	　

	交通費
	10,960
	　

	コピーチャージ
	41,737
	　

	コピー用紙
	24,806
	　

	コピー用紙、印刷インク
	33,468
	　

	ゴミ袋
	1,062
	　

	ゴムバンド
	1,365
	　

	スティックのり
	386
	　

	セロテープディスペンサー、セロテープ
	315
	　

	詰替用プリンタインク及び工具、ビデオケーブル
	3,769
	　

	電話料金
	71,570
	　

	トイレットペーパー
	1,288
	　

	パソコン用プリンタ及びプロジェクタ
	100,800
	　

	封筒
	504
	　

	プリンタ用補充インク
	5,790
	　

	郵便料金
	70
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　電話料金84,683円のうち1/2である42,341円を超える29,229円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　携帯電話料金は平成16年度と同様46,665円の1/2である23,332円を超える14,037円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　その余の支出はいずれも適正と認められる。

　(5)　人件費　1,620,722円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア　給与
	1,020,290
	　

	事務員イ　給与
	600,432
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様適正な支出である。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち1,320,000円、事務費のうち43,266円の合計1,363,266円が目的外支出である。

91　議員９１
平成１６年度

　(1)　調査研究費　587,300円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費　５件
	237,300
	

	海外調査旅費　１件
	350,000
	


ウ　調査結果

　　　　管外調査旅費（５件）237,300円は、宮城県警視察、東京国会視察、広島市教育委員会視察及び福岡視察の費用であり、適正と認めた。海外視察（上海）350,000円は、合理的な説明ではなく、調査研究目的とは認められず、目的外支出である。

　(2)　広報費　1,075,060円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費（郵送代）等
	1,075,060
	


　　ウ　調査結果

領収証の宛名が後援会宛になっており、按分比もまちまちであるが、政務調査費として記帳されており、按分比も不合理とまではいえず、不適切な支出とまではいえない。

　(3)　事務所費　964,120円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱水費
	548,389
	　

	共益管理費
	360,000
	　

	事務所補修費
	55,731
	　


ウ　調査結果

後援会事務所を兼ねていると考えられ、光熱水費548,389円は、1/2の按分によるべきであり、274,195円は適正であるが、その余の274,194円は目的外支出である。共益管理費は、親族が代表者の関連会社への支払いであり、賃貸借契約書等の作成はなく、目的外支出である。事務所補修費は、1/2の按分によるべきであり、27,866円は適正であるが、その余の27,865円は目的外支出である。

したがって、合計662,059円が目的外支出である。

　(4)　事務費　981,335円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費
	216,858
	

	リース料（コピー機）
	196,560
	

	コピー機メンテナンス代・補修費等
	567,917
	　


ウ　調査結果

通信費216,858円は、1/2の按分によるべきであり、108,429円は適正と認めるが、その余の108,429円は目的外支出である。リース料196,560円は、1/2の按分によるべきであり、98,280円は適正と認めるが、その余の98,280円は目的外支出である。その他の支出は適正と認める。

　　　　したがって、206,709円が目的外支出である。

　(5)　人件費　1,740,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	1,740,000
	総額7,566,600円　


ウ　調査結果

　　源泉徴収票によれば、上記支払は、関連会社からの支払いであり、目的外支出である。

(6) 小括

調査研究費のうち350,000円、事務所費のうち662,059円、事務費のうち206,709円及び人件費1,740,000円の合計2,958,768円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　1,020,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費　２件（海外）
	1,020,000
	アメリカ


ウ　調査結果

　　　　アメリカ視察２件（サンアントニオ、ニューヨーク）であり、適正と認める。

　(2)　広報費　1,145,310円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　６件
	694,710
	印刷代

	広報紙発行経費　
	450,600
	郵送代


　　ウ　調査結果

領収証によれば、印刷代として計上されているもののうち2件合計154,860円は、議会手帳の費用であり、目的外支出である。その余の印刷代及び郵送代は、按分比がまちまちではあるが、目的外支出とまではいえない。

したがって、154,860円が目的外支出である。

　(3)　事務所費　861,260円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱水費
	501,260
	

	共益管理費
	360,000
	


ウ　調査結果

平成16年度と同様、光熱水費501,260円は、1/2の按分によるべきであり、250,630円は適正であるが、その余の250,630円は目的外支出である。共益管理費360,000円は、平成16年度と同様、目的外支出である。

したがって、合計610,630円が目的外支出である。

　(4)　事務費　905,620円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代）
	293,935
	

	リース料
	201,600
	

	コピーメンテナンス代等
	410,085
	


ウ　調査結果

　　　　通信費293,935円は、1/2の按分によるべきであり、146,968円は適正と認めるが、その余の146,967円は目的外支出である。リース料201,600円は、1/2の按分によるべきであり、100,800円は適正であるが、100,800円は目的外支出である。事務用品569円は本件監査基準に照らし、適正と認める。その余は特に目的外支出は見あたらない。

　　　　したがって、247,767円が目的外支出である。

　(5)　人件費　1,740,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	1,740,000
	総額7,760,000円


ウ　調査結果

　　源泉徴収票によれば、上記支払は、関連会社からの支払いであり、目的外支出である。

(6)　小括

広報費のうち154，860円、事務所費のうち610,630円、事務費のうち247,767円及び人件費1,740,000円の合計2,753,257円が目的外支出である。

92　議員９２
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　169,050円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	地域内調査費(6件)
	169,050
	すべて写真代


ウ　調査結果

　　　　府民から問題の指摘を受けた場所に出向き、該当箇所を写真撮影したときの費用で、すべて適正である。

　(2)　広報費　903,167円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報誌折込料(2件)
	345,302
	　

	広報誌印刷代(4件)
	557,865
	


ウ　調査結果

　　　　広報誌は年2～4回発行しており、A4版8頁のものを2万2千部余印刷。議会の報告記事が中心で後援会の記事はほとんどない。配布は2万部を新聞の折り込みで配布し、その余は会合で配布したり郵送している。支出はすべて適正である。

　(3)　事務所費　992,383円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	○○事務所賃貸料
	106,630
	  2ｹ月分               

	○○事務所光熱水費　
	774
	      

	○○事務所賃貸料
	435,000
	

	○○事務所光熱水費
	89,290
	

	駐車場代
	306,000
	

	セコム
	59,064
	


ウ　調査結果

　　　　○○事務所は市町村合併の話しに応じて選挙区の見直し論議があり、その関係で岬町に事務所を構えたが、選挙区の見直し論議が立ち消えになり、2ケ月で事務所を廃止した。選挙活動ないし議員活動のためのものであり、賃貸料・光熱水費合計107,404円は目的外支出である。○○事務所は301号室と302号室を借りており、後援会事務所用には別に303号室を借りている(別会計)。賃貸料及び光熱水費のうち3ケ月分だけ按分していないが、後援会事務所が別にあることを考慮すれば、不相当とまではいえない。駐車場代も按分しており適正な支出である。

　　　　セコムは政務調査目的に必要とは認められず、目的外支出である。

　　　　よって、目的外支出の合計は166,468円となるところ、調査書によれば996,758円を支出しており、収支報告書の支出を4,375円上回っていることから、これを控除した162,093円が最終的な目的外支出である。

　(4)　事務費　2,196,083円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料(複写機)(年間)
	339,576
	

	通信費(電話代)(年間)
	44,563   
	

	郵送料(年間)
	137,644
	

	通信費(切手代)(年間)
	37,000
	

	修理代(6件)
	263,508
	

	その他事務費(年間)
	1,369,417
	


ウ　調査結果

　　　　その他事務費のうち、自動車保険料420,370円、自動車税118,500円、車検代34,202円、修理代(車)133,716円、名刺代39,650円、合計746,438円は目的外支出である。ガソリン代498,129円は本件監査基準に照らし1/4の限度で適正と認め、これを超える247,193円は目的外支出と認める。その他は、按分もされており適正な支出と認められた。

        なお、調査書の支出額が収支報告書のそれを4,375円下回っており、差額4,375円は議員自ら返還を申し出たものと考える。

　(5)　人件費　1,469,210円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	1,469,210
	　


ウ　調査結果

　　事務職員は2人おり、時給制でタイムカードで管理している。後援会事務所は別にあり、別の事務職員が事務を担当しており、この職員2人は政務調査専従である。適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 事務所費のうち、162,093円、事務費のうち、998,006円の合計1,160,099円が目的外支出である。

　平成１7年度

　(1)　調査研究費　97,856円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	地域内調査費(8件)
	97,856
	すべて写真代


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様に、府民から問題の指摘を受けた場所に出向き、該当箇所を写真撮影したときの費用で、すべて適正である。

　(2)　広報費　564,967円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報誌折込料(2件)
	208,702
	　

	広報誌印刷代(2件)
	356,265
	


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様の広報誌を2回発行しており、支出はすべて適正である。

　(3)　事務所費　789,884円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	○○事務所賃貸料
	348,000
	                       

	○○事務所光熱水費
	87,759
	

	駐車場代
	306,000
	

	セコム
	48,125
	


ウ　調査結果

　　　　セコムを除き、すべて適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　2,730,193円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料(複写機)(年間)
	550,096
	

	通信費(電話代)(年間)
	57,046   
	

	郵送料(年間)
	46,052
	

	通信費(切手代)(年間)
	30,000
	

	修理代(4件)
	482,409
	

	その他事務費(年間)
	1,564,590
	


ウ　調査結果

　　　　修理代(車)482,409円は本件監査基準に照らし相当な支出と認められない。その他事務費のうち、自動車保険料411,385円、自動車税81,500円、車検代34,202円、名刺代155,600円、合計682,687円は目的外支出である。また、ガソリン代609,600円は本件監査基準に照らし、1/4の限度で適正な支出と認め、これを超える304,800円は目的外支出と認める。その他は、按分もされており適正な支出と認められた。

　(5)　人件費　1,486,875円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	1,486,875
	　


ウ　調査結果

　　平成16年度と同様、事務職員は2人おり、時給制でタイムカードで管理している。職員2人とも政務調査専従であり、適正な支出と認められた。

　(6)　小括

　　　 事務所費のうち48,125円、事務費のうち1,469,896円の合計1,518,021円が目的外支出である。

93　議員９３
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　398,289円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究旅費
	155,668
	交通費　

	〃
	98,621
	ガソリン代

	〃
	144,000
	駐車代


ウ　調査結果

　　　ｲ.　交通費155,668円は、詳細不明であるので、本件基準により12万円を超える35,668円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　ガソリン代は事務所から府庁、岬町との往復であり、詳細不明であるが、按分後の金額を計上しているとのことで、金額に照らし、按分していると思われるので、適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　駐車代は岬町で１ヶ月12,000円で賃借しているもので、必要性に疑問はあるが、来客兼用として1/2の限度で相当と認め、72,000円は目的外使用である。

　(2)　広報費　612,600円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　４／１３
	60,000
	府政報告会講演料　田尻町

	広報紙発行経費　４／１４
	75,000
	府政報告会講演料

	広報紙発行経費　４／３０
	60,900
	府政報告会印刷代

	広報紙発行経費　７／１７
	150,000
	府政報告会講演料

	広報紙発行経費　１２／１２
	119,700
	府政報告会印刷代

	広報紙発行経費　１／３１
	147,000
	府政報告会ポスター印刷代


ウ　調査結果

　　　ｲ.　府政報告会講演料3件285,000円は、後援会員と一般住民を対象にして府政報告会の際、3～40分の府政報告に続き、余興として落語家に話してもらう謝礼であり、内容が広報紙に掲載されているとは認められず、発行経費とは言えないし、一般通念上使途基準の広報費に該当するものとは認め難く、目的外支出である。

　　　ﾛ.　府政報告会に関する印刷代はいずれも領収証が提出されており、適正な支出と認められる。

　　　

　(3)　事務所費　610,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料（１２ヶ月×７５，０００円）
	600,000
	　

	光熱水費
	10,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　賃料1ヵ月75,000円で賃借しており、2/3で按分されていて不合理とまでは言えない。

　　　ﾛ.　光熱水費は年間の水道代であり、金額に照らし、適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　1,241,143円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代・ファックス代１２ヶ月分）
	95,262
	　

	コピー機リース料（１２ヶ月分×１３，２３０）
	158,760
	　

	事務用品（事務用品につき１２２件）　購入代
	875,394
	　

	電気代（１２ヶ月）
	111,727
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　通信費は按分されていないから、1/2を超える47,631円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　コピー機リース料も按分されていないから、1/2を超える79,380円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　事務用品のうち名刺代15,750円は目的外支出であるが、その他の支出は金額に照らし、いずれも適正な支出であると認められる。

　　　ﾆ.　電気代は2/3で按分されており、適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　2,169,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	2,169,000
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員は延べ4名で、源泉徴収票、領収証も提出されており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち、107,668円、広報費のうち285,000円、事務費のうち142,761円の合計535,429円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　394,453円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	議員調査研究旅費
	41,700
	岬町他交通費　１０件

	議員調査研究旅費
	208,753
	３町ガソリン代他１２ヶ月

	議員調査研究旅費
	144,000
	岬町駐車代１２ヶ月×１２，０００


ウ　調査結果

　　　ｲ.　交通費は本件基準により、12万円の範囲内で、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　ガソリン代は1/2に按分されており、金額に照らし、不適正とまでは言えない。

　　　ﾊ.　岬町駐車代は平成16年度と同様1/2を超える72,000円は目的外支出である。　　　

　(2)　広報費　520,900円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　６／４
	200,000
	府政報告会講演料

	広報紙発行経費　６／２０
	119,700
	府政報告会ポスター印刷代

	広報紙発行経費　８／１８
	55,000
	府政報告原稿作成料

	広報紙発行経費　２／９
	46,200
	府政報告原稿作成料

	広報紙発行経費　３／２０
	100,000
	府政報告会ポスター印刷代


ウ　調査結果

　　　ｲ.　府政報告会講演料200,000円は平成16年度同様全額目的外支出である。

　　　ﾛ.　府政報告会ポスター印刷代、原稿作成料はいずれも領収証が提出されていて、適正な支出であると認められる。

　(3)　事務所費　610,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料（１２ヶ月×７５，０００円）
	600,000
	　

	光熱水費
	10,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様適正な支出である。

　(4)　事務費　1,484,111円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代・ファックス代１２ヶ月分）
	158,643
	　

	コピー機リース料（１２ヶ月分×１３，２３０）
	158,760
	　

	事務用品（事務用品につき１０２件）　購入代
	1,035,376
	　

	電気代（１２ヶ月）
	131,332
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　平成16年度と同様通信費158,643円は1/2を超える79,321円、コピー機リース料158,760円は1/2を超える79,380円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　事務用品購入費にははがき代やインターネット代など雑多なものが含まれているが、そのうち名刺代11,550円は目的外支出であるが、その余は金額に照らし、いずれも適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　電気代は2/3に按分されており、適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　2,102,400円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）
	2,102,400
	　


ウ　調査結果　　

　　　　平成17年度は3名が従事し、源泉徴収票、領収証も提出されており、按分もされていて、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち72,000円、広報費のうち200,000円、事務費のうち170,251円の合計442,251円が目的外支出である。

94　議員９４
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　　374,673円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	現地調査
	198,710
	タクシー代等

	現地調査
	157,963
	ガソリン代22件

	情報収集及び研究
	18,000
	○○学会ほか3件


ウ　調査結果

　　　ｲ．　交通費198,710円は、詳細不明であるので、本件監査基準により120,000円を超える78,710円が目的外支出である。

　　　ﾛ．　ガソリン代157,963円は本件監査基準により1/2を超える78,981円が目的外支出である。　

      ﾊ．　その他は研究会参加費用として適正と認められる。

　(2)　広報費 404,649円

　　ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	167,217
	色上質紙等購入経費4件

	　
	142,100
	広報紙発送経費12件

	　
	91,500
	広報紙印刷代

	　
	3,832
	プリント代


ウ　調査結果

　　　　広報紙○○ネットの作成、発送等にかかる経費であり、いずれも適正と認められる。

　(3)　事務所費　　2,350,453円

　ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃借料
	1,329,552
	　

	事務機器等リース料
	756,000
	　

	電気代
	173,019
	　

	看板作成
	48,300
	　

	灯油ほか
	27,622
	　

	浄水器カートリッジ代4ヵ月分
	15,960
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ．　事務所費として賃料、共益費、水道代として１ヶ月110,796円を支払っており、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ．　看板作成48,300円、ベニヤ板2,498円は政務調査との関連が認められず、目的外支出である。

　　　ﾊ．　浄水器カートリッジ代は疑問があるが、不適切とまでは言えない。

ﾆ．　その他の支出は適正と認められる。但し、事務機器リース料月額63,000円は

高額ではないかと思われる。

　(4)　事務費　1,745,835円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務用品44件
	300,946
	　

	ガソリン代等
	69,584
	　

	タクシー代等 
	247,283
	　


	名刺代
	255,150
	　

	電話料金及び通信費
	683,152
	　

	車修理料
	147,000
	　

	切手及びはがき購入費5件
	42,720
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ．　事務用品44件300,946円は詳細不明であるので、本件監査基準により120,000円を超える180,946円は目的外支出である。

　　　ﾛ．　ガソリン代69,584円は本件監査基準により1/2を超える34,792円は目的外支出である。

　　　ﾊ．　タクシー代等247,283円は詳細不明であり、調査研究費で120,000円を超えているので、全額目的外支出である。

　　　ﾆ．　名刺代は255,150円のうち100,000円であるのでこれは目的外支出である。

　　　ﾎ．　電話料金のうち携帯電話代405,425円は本件監査基準により1/2を超える202,712円は目的外支出である。

　　　ﾍ．　車修理料147,000円は目的外支出である。

ﾄ．　その他は適正な支出である。　

　(5)　人件費　960,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考


	事務員政務調査活動
	960,000
	　


ウ　調査結果

　１名を月額80,000円で補助させており、適正と認められる。  　

　(6)　小括

　調査研究費のうち157,691円、事務所費のうち50,798円、事務費のうち912,733円の合計1,121,222円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　599,243円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	現地調査
	89,990
	タクシー代等交通費

	現地調査
	94,148
	ガソリン代

	現地調査
	8,265
	プリント代

	情報収集及び研究
	50,210
	○○学会ほか8件

	現地調査
	240,000
	海外視察○○友好議員団

	現地調査
	116,630
	管外視察


ウ　調査結果

　　　ｲ．　タクシー代等の交通費は、本件監査基準により120,000円の範囲内であり、適正な支出と認められる。

ﾛ．　ガソリン代94,148円は1/2を超える47,074円は目的外支出である。　

ﾊ．　海外視察（○○友好議員団）は日程表によると観光が主な目的であり、政務調査とは認められず、24万円全額が目的外支出である。

ﾆ．　管外視察については、東京に３回行っていることが認められ、適正な支出と推認される。

ﾎ．　その他は適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　515,527円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	83,370
	コピーカートリッジ

	広報紙発行経費
	264,700
	広報紙発送経費

	広報活動費
	5,310
	駐車料金及びガソリン代

	広報紙発行経費
	25,647
	送付用封筒

	広報紙発行経費
	136,500
	機関紙印刷代


ウ　調査結果

　　　ｲ．　ガソリン代は4,110円であり、詳細不明であるため1/2を超える2,055円は目的外支出である。駐車料金1,200円は詳細不明であり、広報活動との関連が認められない。

　　　ﾛ．　その余は適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　2,396,775円

　ア　請求人の主張

　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃借料
	1,329,552
	　

	事務機器リース料
	756,000
	　

	電気代
	161,153
	　

	看板作成
	78,120
	　

	トイレ用品
	2,650
	　

	空調機モーター取替え
	69,300
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ．　看板作成78,120円は目的外支出である。

　　　ﾛ．　その他の支出はいずれも適正と認められる。　

　(4)　事務費　1,391,063円

　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務用品39件
	280,987
	　

	ガソリン代
	86,766
	　

	タクシー代等 交通費
	279,337
	　

	吹田市体育協会顧問会議
	10,000
	　

	電話料金
	478,665
	　

	車修理料
	204,682
	　

	郵送料及び通信料59件
	50,626
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ．　事務用品280,987円は詳細不明であるので、120,000円を超える160,987円は目的外支出である。

ﾛ．　ガソリン代86,766円は1/2を超える43,383円は目的外支出である。

ﾊ．　タクシー代等交通費279,33７円は詳細不明であるので、120,000円から調査研究費で認めた89,990円を差し引いた30,010円を超える249,327円は目的外支出である。

ﾆ．　　電話料金のうち携帯電話代282,802円は1/2を超える141,401円は目的外支出である。

ﾎ．　車修理料204,682円は目的外支出である。

ﾍ．　その他の支出は適正と認められる。 　

　(5)　人件費　960,000円 

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員政務調査活動
	960,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち287,074円、広報費のうち3,255円、事務所費のうち78,120円、事務費のうち799,780円の合計1,168,229円は目的外支出である。

95　議員９５
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　467,995円

ア　請求人の主張

　　議員の日常生活と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費　（4/21）
	8,580
	茨木市において府中央卸売市場で流通状況など視察（交通費）

	奄美大島と大阪・近畿の更なる交流へ　（8/22）
	60,000
	奄美議連の名誉会長として、徳之島町など訪問。町長、自治体職員、民間企業者などと懇談（２泊３日交通費・宿泊費）

	管外調査旅費　（9/3）
	59,000
	東京の新オペラハウスなど文化、芸術関係施設視察、懇談。（２泊３日交通費・宿泊費）

	管外調査旅費　（12/18）
	58,000
	都庁、経団連、朝日新聞など訪問、懇談（２泊３日・交通費）

	管外調査旅費　（2/4）
	41,000
	○○電器など訪問、懇談。（２泊３日・交通費）

	調査報告用筆記具購入
	1,437
	ボールペンなど

	講演　（5/9）
	10,000
	関西：○○会

	事務機器更新
	19,669
	ＰＣ周辺の充実

	管内調査旅費　（8/26）
	9,770
	能勢・府民牧場視察

	懇談　（10/12）
	13,125
	商工業者と

	講演　（1/5）
	10,000
	○○区民代表らと

	講演　（1/10）
	10,000
	関西○○出身者の代表と

	機器更新
	152,250
	進化するＩＴ製品に対応、政務調査の充実へ

	機器更新
	19,580
	進化するＩＴ製品に対応、政務調査の充実へ


ウ　調査結果

　　　　　上記使途内容は472,411円であるが、収支報告書には467,995円を計上している。

ｲ．　府中央卸売市場（4/21）は、周辺にトラックターミナルを拡張してほしいとの公聴結果に基づき、 土地を視察に出向いたもので、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　徳之島町等訪問（8/22）は、奄美大島と大阪・近畿の更なる交流のため、三町の町長、自治体職員と意見交換し、果樹園、近郊農地を視察したもので、一応適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　新オペラハウスなどの視察、懇談（9/3）は、国際会議場をオペラハウスにしたいとの思いから新オペラハウスを視察し、国立能楽堂、国立劇場、東京文化会館では館長らと懇談し、都の文化関係の課長とも意見交換したもので、一応適正な支出と認められる。

　　　ﾆ.　都庁、経団連、朝日新聞など訪問（12/18）は、都庁では商工関係の幹部、経団連は理事、朝日新聞では東京と大阪の経済の相違について幹部とそれぞれ意見交換し、夜は会合を持ったものであり、一応適正な支出と認められる。

　　　ﾎ.　○○電器など訪問（2/4）は、ITの時代を踏まえた大阪の経済構造のあり方の参考とするため、IT関係の現場を視察したもので、各日会食があり、一応適正な支出と認められる。

　　　ﾍ.　○○会10,000円（5/9）は、鹿児島県○○町出身者の会で講演したときに渡したご祝儀であり、議員の交際費として目的外支出である。

　　　ﾄ.　能勢府民牧場視察（8/26）は現状と改善点を把握するため、2～3名で視察したタクシー代であり、適正な支出と認められる。

　　　ﾁ.　商工業者らとの懇談(10/12)は大阪の再生について5人で意見交換したときの会食代である。1人当たり2,600円程度であり、不適正とは言えない。

　　　ﾘ.　1月5日の講演10,000円は○○区区友会の新年互礼会参加費であり、議員としての交際費であり、目的外支出である。

　　　ﾇ.　1月10日の講演10,000円は、関西○○会の新年会参加費であり、議員としての交際費であり、目的外支出である。

　　　ﾙ.　その他の機器更新等はいずれも適正な支出であると認められる。

ｦ.   目的外支出は30,000円であるが、472,411円と467,995円との差額4,416円を控除し、25,584円を目的外支出と認める。

　(2)　広報費　　43,050円

　　ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙、名刺発行経費
	43,050
	印刷代。他に名刺６～７種類ある。


ウ　調査結果

　　　　広報用の名刺30,000枚の印刷代43,050円であり、本件基準により目的外支出である。

　(3)　事務所費　1,182,873円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
市議と折半
	491,400
	

	光熱水費
市議と折半
	234,724
	

	駐車場経費
２台所有者のうち１台分
	324,000
	

	日刊紙購読料
	4,383
	

	事務所電話等
市議と９割を折半
	324,000
	

	タクシー借り上げ
	5,430
	　


ウ　調査結果

　　　　　上記使途内容1,383,537円のうち収支報告書には1,182,873円を計上している。　

ｲ.　事務所は3階建て建物の2階部分15坪を1ヶ月81,900円で賃借し、市議と共同使用し、水道光熱費、室料、共益費とも連名の領収証を毎月受け取っており、賃料、光熱費とも適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　駐車場は2台借りているが、そのうち1台分を計上しており、来客兼用としても1/2を超える162,000円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　日刊紙購読料、事務所電話等ともに適正な支出と認められる。

　　　ﾆ.　タクシー代借り上げ5,430円は明細にも記載がなく、詳細不明であり、目的外支出である。

ﾎ.   目的外支出は167,430円であるが、1,383,937円と1,182,873円の差額201,064円の範囲内であるので、目的外支出はない。

　(4)　事務費　　2,011,797円

　ア　請求人の主張

　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代・ファックス代１２ヶ月分）
	532,983
	　総額761,405円

	ガソリン代
	497,310
	　

	駐車場借り上げ、タクシー代
	811,174
	　

	来客接待、茶菓子代など
	152,533
	　

	日刊紙購読
	17,532
	　

	和菓子代
	1,827
	　


ウ　調査結果

　　　　　上記使途内容は2,013,359円であるが、収支報告書には2,011,797円を計上している。

ｲ.　　電話代は70％に按分しているが、按分比は761,405円の1/2の380,703円が適正であり、532,983円のうちこれを超える152,280円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　ガソリン代は詳細不明であるため、本件基準により1/2を超える248,655円が目的外支出である。

　　　ﾊ.　駐車場借り上げ、タクシー代合計811,174円は詳細不明であるから本件基準により12万円を超える691,174円が目的外支出である。

　　　ﾆ.　その他の支出は適正なものと認められる。

　　  ﾎ.   目的外支出は1,092,109円であるが、2,013,359円と2,011,797円の差額1,562円を差引き、目的外支出は1,090,547円である。

　(5)　人件費　　1,764,660円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動の補助）
給与は市議と折半
	650,000
	　

	事務員（政務調査活動の補助）
給与は市議と折半
	1,070,000
	　

	臨時手当
	44,660
	　


ウ　調査結果

　　　　2名を給与月額85,000円、50,000円で政務調査補助に雇用しており、若干プラスしている。給与受領書も提出されており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　調査研究費のうち55,584円、広報費は43,050円、事務費のうち1,090,547円の合計1,189,181円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　47,750円 

ア　請求人の主張

　　議員の日常生活と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査関連資料購入（7/7）
	29,400
	大阪文化再生へ文化、文芸資料

	ＰＣ周辺機器購入
	10,800
	　

	調査関連資料購入（10/12）
関西サミット考察
	3,150
	京都・花の道を歩く

	管内外調査旅費
	2,600
	京都など視察（交通費）

	新聞購読
	2,191
	経済、連載記事


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容は48,141円であるが、収支報告書には47,750円を計上している。

　ｲ.　7月7日の資料購入29,400円は大阪文化再生のため、白川静の日本の成り立ち、梅原猛との対談集、中国と日本のつながり等多数の図書を書店で購入したというのであるのが、政務調査との関連が具体的ではなく、認められない。

　　　ﾛ.　10月12日の京都・花の道を歩く3,150円はサミット誘致につき京都は弱いという資料を集めたというが、その関連性は不明という他ない。

　　　ﾊ.　その他の支出は金額に照らし、適正と認められる。

ﾆ.  目的外支出は32,550円であるが、48,141円と47,750円の差額391円を控除し、32,159円を目的外支出と認める。

　(2)　広報費　　75,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政ノート代金
	54,000
	府政相談者に府政の仕組みや議員、職員のあらましを広報

	議会手帳
	21,000
	府政相談者に府政の仕組みや議員、職員のあらましを広報


ウ　調査結果

　　　　いずれも本件基準により目的外支出である。

　(3)　事務所費　　1,019,984円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
市議と折半
	491,400
	

	光熱水費
市議と折半
	221,321
	

	駐車場経費
２台所有者のうち１台分
	324,000
	


ウ　調査結果

　　上記使途内容は1,036,721円であるが、収支報告書には1,019,984円を計上している。

ｲ.　賃貸料及び光熱水費は平成16年度と同様適正な支出と認められる。

ﾛ.　駐車場経費は1/2を超える162,000円が目的外支出である。

ﾊ．目的外支出は162,000円であるが、1,036,721円と1,019,984円の差額16,737円を控除し、145,263円を目的外支出とする。

(4)　事務費　2,469,011円

ア　　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費
	476,545
	　

	ガソリン代
	558,511
	　

	駐車場借り上げ、タクシー代
	524,490
	　

	来客接待、茶菓子代、事務用品購入
	523,266
	　

	事務所電話代
	124,578
	　

	ＰＣ関連経費など
	195,906
	　

	明日の関西を考える会や○○県人会など
	40,000
	　


ウ　調査結果

　　　上記使途内容は2,443,296円であるが、収支報告書には2,469,011円を計上している。　　

　ｲ.　　通信費は7/10で按分しているが、1/2で按分すべきであるから、総額680,778円に対する1/2である340,389円を超える136,156円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　ガソリン代558,511円は本件基準により1/2を超える279,255円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　駐車場借り上げ、タクシー代合計524,490円は本件基準により12万円を超える404,490円は目的外支出である。

　　　ﾆ.　来客接待、茶菓子代、事務用品購入などは詳細不明であり、本件基準により12万円を超える403,266円は目的外支出である。

　　　ﾎ.　事務所用電話代は平成16年度と同様適正な支出と認められる。

　　　ﾍ.　○○県人会は、団体としての活動総体が政務調査活動に寄与するものとはいえず、その会費10,000円は目的外支出であり、県人会総会10,000円も鹿児島県議連の会長としての立場での出席であり、いずれも不適当である。

　　　ﾄ.　明日の関西を考える会は会頭をトップとする財界人との会合であり、その年会費10,000円及び会合の参加費10,000円であり、適切な支出と認められる。

　　　ﾁ.　その他の支出は適正と認められる。

ﾘ.  収支報告書記載の2,469,011円と上記使途内容の差額25,715円は不明であり、目的外支出である。

ﾇ．目的外支出は1,268,882円である。

（5） 　人件費 　1,774,660円

ア　請求人の主張

　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動の補助）
給与は市議と折半
	650,000
	　

	事務員（政務調査活動の補助）
給与は市議と折半
	1,070,000
	　

	臨時手当
	44,660
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様2名を雇用しており、いずれも適正な支出と認められる。

　　　　収支報告書記載の1,774,660円と上記使途内容の差額10,000円は不明であり、目的外支出である。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち32,159円、広報費75,000円、事務所費のうち145,263円、事務費のうち1,268,882円、人件費のうち10,000円の合計1,531,304円は目的外支出である。

96　議員９６
　平成１６年度

(1) 調査研究費 528,600円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査交通費
	71,808
	ガソリン代

	東京調査
	27,710
	国会及び世田谷区視察他

	調査交通費
	89,080
	タクシー代等

	調査アンケート用往復ハガキ（４／２１）
	43,900
	往復ハガキ購入費

	北朝鮮渡航費用（４／２３）
	250,800
	　

	調査費
	7,900
	アンケート返信切手

	調査資料費
	8,582
	地図購入

	調査交通費（７／１４）
	27,000
	新幹線乗車券


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容は526,780円であるが、収支報告書には528,600円が計上されている。

　　　ｲ.　東京調査27,710円については国会及び世田谷区視察となっており、一応合理性がうかがわれるが、27,000円については目的も記載がなく、関連性が認められない。　

ﾛ.　北朝鮮渡航費用250,800円は、議長に同行したもので、政務調査目的と認められる。

ﾊ.　ガソリン代71,808円は、詳細不明であるので1/4の17,952円を超える53,856円が目的外支出である。

ﾆ.　その他タクシー代等89,080円は、本件監査基準120,000円の範囲内であるので、適正と認める。

ﾎ.　収支報告書528,600円と使途内容526,780円の差額1,820円は目的外支出である。

ﾍ.　目的外支出は82,676円である。

(2) 広報費　997,005円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙印刷HP
	367,710
	HP製作及び広報紙

	折込代金
	104,160
	　

	広報紙発送費
	249,400
	　

	広報紙印刷費
	275,735
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　年２回広報紙を発行しており、印刷代は4/5で按分されていて適正と認められる。折込代金、郵送代金も相当である。

　　　ﾛ.　H.P.も4/5で按分されていて、適正と認められる。

(3) 事務所費　432,116円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱水費(１年間)
	57,878
	　

	家賃　立ち退きにつき５月分より保証金で清算
	25,000
	　

	家賃　１月度　日割り
	28,000
	　

	家賃　２月度～４月度分
	157,500
	　

	保証金（敷金１００％返金なし）
	163,738
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　1月15日から転居し、賃料月額105,000円となっており、それまでの賃料月額50,000円を清算しており、光熱水費、家賃の支出は適正と認められる。

　　　ﾛ.　移転に当り保証金500,000円を預託し、敷引が500,000円であるため、その1/3を政務調査費から支出しており、疑問はあるが不合理とまでは言えない。

(4) 事務費　1,427,631円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(NTT、テレコム)
	120,215
	　

	通信費(ドコモ)
	164,807
	　

	リース料(コピー、レンタルサーバー)
	105,464
	　

	事務用品代等
	526,690
	　

	広報洗浄代（クリーニング代）
	4,725
	　

	自転車修理代
	2,100
	　

	タイヤ交換
	24,445
	　

	資料書庫購入費
	98,700
	　

	パンク修理代
	500
	　

	車修理代
	29,715
	　

	事務所保険代
	10,000
	　

	仲介手数料
	105,000
	　

	パソコン購入代金
	235,000
	　


ウ　調査結果

ｲ.　通信費120,215円は1/2に按分されており、適正と認められる。

ﾛ.　携帯電話代は1/2に按分されているが、329,611円の1/4である82,403円を超える82,404円は目的外支出である。

ﾊ.　リース料105,464円は1/2を超える52,732 円は目的外支出である。

ﾆ.　広報洗浄代（クリーニング代）4,725円、自転車修理代2,100円、タイヤ交換24,445円、パンク修理代500円、車修理代29,715円、事務所保険代10,000円、の合計71,485円は目的外支出である。

ﾎ.　 仲介手数料105,000円は保証金に従い、1/3の35,000円を超える70,000円は目的外支出である。

ﾍ.　事務用品代等526,690円は詳細不明であるから本件監査基準により120,000円を超える406,690円は目的外支出である。

　(5)　人件費　1,493,575円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務補助員(政務調査活動のみ)
	1,493,575
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員１名を時給月払いで雇用しており、他に後援会専従者がいるとのことであり、毎月の支払いを証する領収証はなく、１年分がまとめて提出されているが、第三者であり、支払いがないとまで認めることはできない。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち82,676円、事務費のうち683,311円の合計765,987円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　   718,360円 

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ  　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査交通費
	266,110
	

	調査交通費
	335,676
	ガソリン代

	調査費
	9,795
	書籍等

	調査交通費
	24,300
	自転車購入費３台

	調査費
	1,050
	

	調査交通費
	284
	車部品代

	調査交通費（１１／２８）
	26,400
	新幹線

	調査交通費（１２／３０）
	50,000
	シカゴ視察

	調査交通費
	4,745
	調査研究宿泊費


ウ　調査結果

ｲ.　駐車場代、交通費、高速代、タクシー代の262,950円は詳細不明であるので、本件監査基準により120,000円を超える142,950円が目的外支出である。

ﾛ.　ガソリン代335,676円は1/4である83,919円を超える251,757円が目的外支出である。

ﾊ.　自転車購入費24,300円及び車部品代284円は目的外支出である。

ﾆ.　新幹線26,400円、シカゴ個人視察50,000円、調査研究宿泊費4,745円とも関連性が認められず、目的外支出である。

ﾎ.　その余の支出は詳細不明であるが、金額に照らし、適正と認められる。

(2) 広報費　1,023,620円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	1,015,360
	広報紙印刷代等

	広報紙発行経費
	8,260
	広報車テント・ジャンバー　クリーニング


ウ　調査結果

　　　ｲ.　広報車ﾃﾝﾄ・ｼﾞｬﾝﾊﾟｰｸﾘｰﾆﾝｸﾞ8,260円は目的外支出である。

ﾛ.　その余は按分されているものも含め、適正な支出と認められる。

(3) 事務所費　823,628円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	630,000
	　

	水道・光熱費
	139,382
	　

	ガス代金
	4,853
	　

	造作変更
	49,393
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　造作変更49,393円は領収証もなく、詳細不明であり、政務調査との関連性を認めることができない。

　　　ﾛ.　その余の支出は按分されていて、適正と認められる。

(4) 事務費　1,198,258円　

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(固定電話、テレコム)
	125,689
	　

	通信費(携帯電話)
	161,139
	　

	複合機リース
	112,749
	　

	レンタルサーバー
	50,148
	　

	文具
	51,660
	　

	パソコン機器一式メンテナンス契約料
	331,702
	　

	その他
	365,171
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　固定電話は１/2に按分されていて、適正な支出と認められる。

ﾛ.　携帯電話161,139円は322,541円の1/4である80,636円を超える80,503円は目的外支出である。

ﾊ.　リース代112,749円は7/10で按分されているが、レンタル サーバー代50,148円も7/10で按分されるべきであり、35,104円を超える15,044円は目的外支出である。

ﾆ.　パソコン機器一式メンテナンス料331,702円は1/2に按分して、これを超える165,851円は目的外支出である。

ﾎ.　その余の支出は金額に照らし、適正と認められる。

　(5)　人件費　1,638,620円

　ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務補助員(政務調査活動のみ)　
	1,638,620
	　


ウ　調査結果

　　　　適法と認める。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち500,436円、広報費のうち8,260円、事務費所費のうち49,393円、事務費のうち261,398円の合計819,487円が目的外支出である。

97　議員９７
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　97,576円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費
	97,560
	自動車借上げ料


ウ　調査結果

　　　　車を年間963,270円でリースし、これを調査研究費として390,300円計上し、そのうち1/4にあたる97,576円を計上しており、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　297,785円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	プロバイダー料
	44,100
	○○ストアー

	広報活動用
	22,020
	公明新聞

	街宣活動等
	158,465
	自動車使用料等（月13,000円相当）

	広報活動用
	43,200
	府政ノート

	広報活動用
	21,000
	議会手帳

	広報活動用
	9,000
	雑誌　公明


ウ　調査結果

　　　ｲ.　プロバイダー料、公明新聞ともに適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　街宣活動等の自動車使用料は詳細不明であるが、按分されており、適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　配布するための府政ノート43,200円、議会手帳21,000円は限定された協力者に配布するためのものであるうえ、本件基準により目的外使用である。

　　　ﾆ.　雑誌公明は地区の責任者10名との研修会に使用するため毎月10冊購入しているとのことであり、広報活動としては疑問があるが、研修費としては適切な支出と認められる。

　(3)　事務所費　2,531,774円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所賃貸料（振込手数料）
	2,160,000
	　

	駐車場借り上げ料
	240,000
	　

	事務機使用料
	113,504
	　

	事務機再リース料
	18,270
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は1ヵ月18万円で賃借しており、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　駐車場は事務所用を1台2万円で全額計上しているが、来客専用としても1/2を超える12万円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　事務機使用料は1/2に按分されており、再リース料も金額に照らし適正な支出である。

　(4)　事務費　417,437円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電気料金（１６．３～１７．４）
	200,220
	　

	電話料金（１６．３～１７．４）
	217,217
	　


ウ　調査結果

　　　　いずれも約73％で按分されており、不合理とはいえない。

　(5)　人件費　1,949,321円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査）
	1,949,321
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員は政務調査の補助として1名雇用しており、月額15万円に賞与が若干支給されており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　広報費のうち64,200円、事務所費のうち120,000円の合計184,200円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　215,240円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費
	215,240
	自動車借上げ料


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と比べ按分、負担割合を高くしているが、一応適正と認められる。

　(2)　広報費　320,500円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	プロバイダー料
	44,100
	ストアー

	広報活動用
	22,020
	公明新聞

	広報活動用
	49,440
	雑誌

	街宣活動等
	148,015
	自動車使用料等（21,000円相当）

	広報活動用
	27,000
	府政ノート

	街宣活動等
	8,925
	地図

	広報活動用
	21,000
	議会手帳


ウ　調査結果

　　　ｲ.　プロバイダー料、公明新聞、雑誌公明は平成16年度と同様適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　雑誌と広報活動の関連は不明であるが、研修費や資料購入費としては適正なものと認められる。

　　　ﾊ.　自動車使用料は按分されており、適正な支出と認められる。

　　　ﾆ.　府政ノート27,000円、議会手帳21,000円は本件基準により目的外支出である。

　　　ﾎ.　地図は適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　2,605,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所賃貸料（振込手数料）
	2,160,000
	　

	駐車場借り上げ料
	240,000
	　

	事務機使用料
	66,730
	　

	事務機再リース料
	18,270
	　

	冷蔵庫
	120,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様駐車場借り上げ料240,000円のうち120,000円が目的外支出であるが、その他の支出は適正なものと認められる。

　(4)　事務費　342,504円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電気料金（１６．３～１７．４）
	191,431
	　

	電話料金（１６．３～１７．４）
	151,073
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様按分されており、不合理とはいえない。

　(5)　人件費　1,940,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査）
	1,940,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様に適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　広報費のうち48,000円、事務所費のうち120,000円の合計168,000円が目的外支出である。

98　議員９８
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　105,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	105,000
	議員連盟訪韓


ウ　調査結果

　　　　管外調査旅費は、友好親善議員連盟による友好親善目的での訪韓であり、政務調査とは関係がなく、目的外支出と認められる。

　(2)　広報費　296,940円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	語る会開催経費(年間)
	265,000
	5,000円×53回　

	広報誌印刷用紙代
	13,440
	

	広報会議費2/19
	8,400
	

	広報会議費2/21
	10,100
	


ウ　調査結果

　　　　「語る会」は、府政報告や議員活動の広報のため、個人宅で地域住民20～30人を集めての懇談会である。費用はペットボトルのお茶等の費用である。毎回5,000円の定額支出になっており清算がなく実費弁償の趣旨にそぐわない。また、領収書や参加人数等の開催状況の資料もまったくない状況のため、支出の適法性が判断できず、目的外支出と認めざるをえない。広報誌は、普段FAX通信をしており、ときたまB4両面印刷のものを作成することがある。印刷用紙代はこのときのもので、適正な支出と認められる。広報会議費2/19は「小学校創立30周年祝賀会会費」であり、同2/21は、「語る会」関係者2人との飲食店での懇談会であり、ともに目的外支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,274,149円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	945,000
	                     

	駐車場代
	240,000
	  

	電気代　
	89,149
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は市議と共同の事務所で、後援会は兼ねていない。賃貸料や電気代は市議と折半しており、適正な支出と認められる。駐車場は事務所裏に2台分単独で借りており、議員と来客用として使用しており、1/2に按分する必要があり、120,000円は目的外支出である。

　(4)　事務費　2,512,469円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話・FAX代)(年間)
	242,172
	

	通信費(携帯電話代)(年間)
	166,434
	

	通信費(自宅電話代)(年間)
	44,346   
	

	リース料(車)(年間)
	510,300
	

	リース料(コピー機)(年間)
	70,560
	

	コピー使用料(年間)
	62,745
	

	プロバイダー料
	21,000
	

	駐車場代
	252,000
	

	ｶﾞｿﾘﾝ代
	129,804
	

	有料道路通行料金
	61,980
	

	タクシー代
	208,375
	

	駐車料金
	56,830
	

	事務所管理費
	167,889
	

	リース車車検代
	78,150
	

	リース車整備代金
	150,650
	

	ノートパソコン購入代
	130,000
	

	電車ﾌﾟﾘﾍﾟｲﾄﾞｶｰﾄﾞ購入代
	48,000
	

	府政ノート購入代
	27,000
	

	議会手帳購入代
	14,000
	

	その他諸経費
	70,700
	


ウ　調査結果

　　　　通信費(事務所電話・FAX代)は、適正な支出と認められる。携帯電話代は按分が必要であり、本件監査基準に照らし1/4を超えた124,825円は目的外支出と認める。自宅電話代は、政務調査専用であれば別だが、個人としての使用が中心を占めると考えられ、多少政務調査の使用があったとしても、反対に事務所の固定電話でも私用の使用があることも考えれば、それらは無視して考えるべきであり、自宅電話代44,346円は目的外支出と認められる。コピー機のリース料は適正な支出である。車のリースは1/2を超える255,150円は目的外支出である。駐車場代252,000円は自宅近くに借りた駐車場の費用で、自宅に車で帰宅する際に利用するもので政務調査とは直接の関連はなく目的外支出である。ガソリン代129,804円は、1/2を超える64,902円は目的外支出である。有料道路通行料金及びタクシー代、駐車料金、プリぺイドカード代は、本件監査基準に照らし、合算した金額が年間12万円の範囲内で適正と認め、これを超える255,185円は目的外支出と認める。事務所管理費及びその他諸経費は、一括計上されており詳細が不明のため、本件監査基準に照らし、合算した金額が年間12万円の範囲内で適正と認め、これを超える118,589円は目的外支出と認める。リース車両の車検代及び整備代は目的外支出と認められる。府政ノート及び議会手帳購入代金は、政務調査との関連がなく目的外支出である。その他の支出は適正な支出と認められる。よって、目的外支出の合計は1,384,797円であるが、調査書によれば事務費として2,512,935円を支出しており、収支報告書のそれを466円上回っていることから、その差額466円を控除した1,384,331円が事務費としての最終的な目的外支出である。

　(5)　人件費　985,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	985,000
	　


ウ　調査結果

　　事務員一人の給与である。後援会事務所を兼ねておらず、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、105,000円、広報費のうち、283,500円、事務所費のうち、120,000円、事務費のうち、1,384,331円合計1,892,831円が目的外支出である。

平成１7年度

　(1)　調査研究費　248,630円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	240,000
	日中議員連盟訪中

	携帯電話レンタル料金
	8,630
	


ウ　調査結果

　　　　管内調査旅費は、上海等に行ったものであるが、本件監査基準に照らし目的外支出と認められる。また、その時の携帯電話レンタル料金も当然目的外支出となる。

　(2)　広報費　336,000円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	語る会開催経費
	230,000
	　

	広報誌発行経費
	96,800
	FAX通信料金

	広報会議費5/8
	3,200
	

	広報会議費1/7
	6,000
	


ウ　調査結果

　　　　「語る会」は前年度と同じく、目的外支出と認められる。広報誌発行経費は適正である。広報会議費5/8は語る会を喫茶店で開催し、領収書が存在するもので、適正である。同1/7は地元の人との会食費で目的外支出である。

　(3)　事務所費　1,368,469円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
事務所管理費
	945,000
97,837
	

	駐車場代
	240,000
	                       

	電気代
	85,636
	


ウ　調査結果

　　　　駐車場代は按分し、120,000円は目的外支出である。その他は適正な支出である。

        なお、調査書によれば1,368,473円を支出しており、収支報告書の支出を4円上回っているところから、120,000円から4円を控除した119,996円を最終的な目的外支出と認める。 

　(4)　事務費　2,048,881円

　　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話・FAX代)(年間)
	104,113
	

	通信費(携帯電話代)(年間)
	207,102
	

	通信費(自宅電話代)(年間)
	34,726   
	

	リース料(車)(年間)
	510,300
	

	リース料(コピー機)(年間)
	70,560
	

	コピー使用料(年間)
	34,237
	

	プロバイダー料
	20,703
	

	駐車場代
	252,000
	

	ｶﾞｿﾘﾝ代
	194,331
	

	有料道路通行料金
	57,420
	

	タクシー代
	295,180
	

	駐車料金
	57,535
	

	電車ﾌﾟﾘﾍﾟｲﾄﾞｶｰﾄﾞ購入代
	48,000
	

	府政ノート購入代
	27,000
	

	議会手帳購入代
	10,500
	

	花代
	10,500
	

	新幹線チケット代
	26,400
	

	その他諸経費
	88,343
	


ウ　調査結果

　　　　前年度と同様で、通信費(事務所電話・FAX代)は、適正な支出と認められる。携帯電話代は按分が必要であり、本件監査基準に照らし1/4を超えた155,326円は目的外支出と認める。自宅電話代34,726円は目的外支出と認められる。自動車とコピー機のリース料は適正な支出である。車のリース料は1/2を超える255,150円は目的外支出である。駐車場代252,000円は目的外支出である。ガソリン代194,331円は、1/2を超える97,165円は目的外支出と認める。有料道路通行料金及びタクシー代、駐車料金は、本件監査基準に照らし、合算した金額が年間12万円の範囲内で適正と認め、これを超える338,135円は目的外支出と認める。府政ノート27,000円及び議会手帳10,500円は、政務調査との関連がなく目的外支出である。花代は葬儀のもので目的外支出である。その他の支出は適正な支出と認められる。

        よって、目的外支出の合計額は1,180,502円であるが、調査書によれば2,048,950円を支出しており、収支報告書のそれを69円上回っていることから、この差額69円を控除した1,180,433円が最終的な目的外支出である。

　(5)　人件費　990,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	990,000
	　


ウ　調査結果

　　前年度と変化なく、適正な支出である。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、248,630円、広報費のうち、236,000円、事務所費のうち、119,996円、事務費のうち、1,180,433円の合計1,785,059円が目的外支出である。

99　議員９９

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　2,640,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託費
	2,640,000
	会派の調査・研究


ウ　調査結果

　　　　調査委託の実質は常勤スタッフである議員団事務局職員の人件費であり、委託契約書、業務報告書もなく、本件監査基準により1/2を超える1,320,000円は目的外支出である。

　(2)　広報費　419,815円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報発行経費
	419,815
	府政報告ビラ（印刷代、版下代）


ウ　調査結果

　　　　広報紙として議員９９府政レポートを発行しており、その発行に係る支払であり、適正と認められる。

　(3)　事務所費　1,069,761円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違反支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	借上料
	879,720
	　

	水道光熱費
	156,441
	　

	補助錠取付
	33,600
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は1ヵ月73,000円で賃借しており、電気代、ガス代、水道代は別途支払っていて、いずれも適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　補助鍵は窃盗防止用に追加したものであり、事務所の維持運営に通常必要な経費といえるか疑問があるが、不適正とまでは言えない。

　(4)　事務費　576,433円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費（タクシー代、電車賃）
	201,350
	　

	交通費（弁護士車代）
	145,000
	　

	通信費（電話料金、ＦＡＸ料金）
	127,983
	　

	通信費（コピー機、チャージ料、ＮＨＫ受信料）
	76,613
	　

	事務用品費（コピー用紙、封筒、文房具他）
	22,180
	　

	その他（府営住宅申込書運送賃、刊行物運送賃）
	3,307
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　交通費201,350円は詳細不明であるので、本件基準により12万円を超える81,350円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　交通費(弁護士車代)145,000円は事務所での法律相談のために弁護士に来てもらっている交通費であるが、議員としての日常の活動の範囲内と認められ、全額目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他の運送賃3,307円は議員としての日常の活動の範囲内の支出であり、目的外支出である。

　　　ﾆ.　その余の支払はいずれも適正と認められる。

　(5)　人件費　1,050,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	給料
	1,050,000
	　


ウ　調査結果

　　　　1名を月額80,000円+年末一時金90,000円で雇用しており、地元での府政関係資料収集事務をさせており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち1,320,000円、事務費のうち229,657円の合計1,549,657円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　2,640,000円
ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託費
	2,640,000
	会派としての調査研究


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様、本件監査基準により、1/2を超える1,320,000円が目的外支出である。

　(2)　広報費　657,388円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報発行経費
	651,978
	印刷代、版下代

	交通費
	5,410
	府政報告会


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,045,181円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	借上料
	879,780
	　

	水道光熱費
	161,201
	　

	工事費
	4,200
	　


ウ　調査結果

　　　　工事費はトイレ小窓のレバーハンドルの取替えであり、その他の支出も含め、いずれも適正と認められる。

　(4)　事務費　462,658円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費（タクシー代、電車賃）
	92,650
	　

	交通費（弁護士車代）
	160,000
	　

	通信費（電話料金、ＦＡＸ料金）
	120,644
	　

	通信費（コピー機、チャージ料、ＮＨＫ受信料）
	54,695
	　

	事務用品費（文房具、トイレットペーパー他）
	30,207
	　

	その他（府営住宅申込書送料、宅急便送料）
	4,462
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　交通費92,650円は詳細不明であるが、本件監査基準の12万円の範囲内であるので、適正な支出である。

　　　ﾛ.　弁護士車代160,000円は平成16年度と同様全額目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他の運送賃4,462円も平成16年度と同様全額目的外支出である。

ﾆ.　その余の支出はいずれも適正と認められる。

　(5)　人件費　960,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	給料
	960,000
	　


ウ　調査結果　　

　　　　平成16年度と同様、適正な支出である。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち1,320,000円、事務費のうち164,462円の合計1,484,462円が目的外支出である。

